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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次

第47期

第１四半期

連結累計期間

第48期

第１四半期

連結累計期間

第47期

会計期間
自　平成23年４月１日

至　平成23年６月30日

自　平成24年４月１日

至　平成24年６月30日

自　平成23年４月１日

至　平成24年３月31日

売上高 （百万円） 31,641 22,864 173,682

経常利益 （百万円） 7,294 1,805 44,396

四半期（当期）純利益 （百万円） 3,249 947 20,182

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 3,135 627 21,482

純資産額 （百万円） 412,009 404,176 418,303

総資産額 （百万円） 490,216 448,664 495,988

１株当たり四半期（当期）
純利益金額

（円） 34.70 10.13 215.85

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円） － － －

自己資本比率 （％） 84.0 90.1 84.3

（注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれてい

る事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

EDINET提出書類

株式会社三共(E02419)

四半期報告書

 2/18



第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する

事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券

報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもの

であります。

(1)　業績の状況

当第１四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年６月30日まで）におけるわが国経済は、

東日本大震災後の復興需要などを背景に景気は緩やかに回復に向かっており、企業収益や個人消費には

持ち直しの動きが見られました。しかしながら欧州の政府債務危機問題、電力供給の制約やデフレの影

響などにより依然として景気の先行きには不透明感が残っております。

当パチンコ・パチスロ業界におきましては、パーラーにおけるパチスロ設置台数が引き続き増加傾向

にある一方で、営業の主軸である４円パチンコの集客の伸び悩みが長期化しておりパーラーの経営環境

は厳しい状況が続いております。

遊技機市場におきましては、パチンコ遊技機等製造会社で構成される日本遊技機工業組合の内規変更

が平成24年４月に実施されたことに伴い、新たなゲーム性を搭載した新内規対応のパチンコが６月以降

漸次市場に供給されており、今後さらに多様なパチンコの登場による市場の活性化が期待されます。

当社グループにおきましては、平成24年３月に株式会社ジェイビーを子会社化したことにより新たに

３ブランド体制とし、平成24年６月には同ブランドによる新内規対応のパチンコを他メーカーに先駆け

て市場へ投入いたしました。しかしながら、ＳＡＮＫＹＯブランド、Ｂｉｓｔｙブランドにつきまして

は、新内規への対応準備により投入タイトル数が限定的であったことなどから前年同四半期比では減収

減益となりました。

この結果、売上高228億円（前年同四半期比27.7％減）、営業利益12億円（同79.7％減）、経常利益18

億円（同75.2％減）、四半期純利益9億円（同70.9％減）となりました。

EDINET提出書類

株式会社三共(E02419)

四半期報告書

 3/18



　

セグメントの業績は次のとおりであります。

①パチンコ機関連事業

パチンコ機関連事業につきましては、Ｂｉｓｔｙブランドで１シリーズ、ジェイビーブランドで１シ

リーズの販売を行いました。ＳＡＮＫＹＯブランドでは、前期に投入した「フィーバー宇宙戦艦ヤマト 

復活篇」「フィーバー覇王伝 零」各シリーズの新スペックを中心に販売いたしました。Ｂｉｓｔｙブ

ランドでは、高い人気を獲得した「ヱヴァンゲリヲン７」（平成24年１月）のライトスペック「ＥＶＡ

ライトⅢ」（平成24年５月）を中心に販売いたしました。ジェイビーブランドでは、新内規対応の「ウ

イルスブレイカー」（平成24年６月）を販売いたしました。

この結果、売上高108億円（前年同四半期比39.9％減）、営業利益4億円（同90.9％減）、販売台数30千

台となりました。

②パチスロ機関連事業

パチスロ機関連事業につきましては、ＳＡＮＫＹＯブランドで１シリーズ、Ｂｉｓｔｙブランドで１

シリーズの販売を行いました。ＳＡＮＫＹＯブランドでは、同ブランドで初となるモバイルとパチスロ

の連動サービスを搭載した「パチスロ マクロスフロンティア はじまりの歌、銀河に響け！」（平成24

年４月）がファンからの高い人気の獲得に成功しており、パーラーでの稼動も長期に亘り高水準を維持

しております。また、Ｂｉｓｔｙブランドでは大ヒットコミックとのタイアップである「ＧＴＯ Ｌｉｍ

ｉｔ Ｂｒｅａｋ」（平成24年６月）を販売いたしました。

この結果、売上高57億円（前年同四半期比32.0％減）、営業利益16億円（同20.9％減）、販売台数18千

台となりました。

③補給機器関連事業

補給機器関連事業につきましては、売上高60億円（前年同四半期比28.9％増）、営業利益3億円（同

92.1％増）となりました。

④その他

その他につきましては、売上高1億円（前年同四半期比53.1％減）、営業損失83百万円（前年同四半期

は1億円の営業利益）となりました。

　

(2)　財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の総資産は4,486億円であり、前連結会計年度末と比べ473億円減少しま

した。これは主に有形固定資産が91億円増加となりましたが、受取手形及び売掛金が214億円、投資有価

証券が172億円、現金及び預金が124億円、有償支給未収入金（流動資産「その他」に含む）が54億円そ

れぞれ減少したことによるものであります。

負債は444億円であり、前連結会計年度末と比べ331億円減少しております。これは主に支払手形及び

買掛金が178億円、未払法人税等が127億円減少したことによるものであります。

純資産は前連結会計年度末と比べ141億円減少しました。これは四半期純利益を9億円計上した一方、

主に連結の範囲の変更により77億円の減少、配当金の支払い70億円によるものであります。この結果、純

資産は4,041億円となり、自己資本比率は5.8ポイント増加し、90.1％となりました。
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(3)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

　

(4)　研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は49億円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はあり

ません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】
　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 144,000,000

合計 144,000,000

　

②　【発行済株式】
　

種類

第１四半期会計期間末

現在発行数(株)

(平成24年６月30日)

提出日現在

発行数(株)

(平成24年８月10日)

上場金融商品取引所名

又は登録認可金融商品

取引業協会名

内容

普通株式 97,597,500 97,597,500
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株

合計 97,597,500 97,597,500 － －

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金

増減額

(百万円)

資本準備金

残高

(百万円)

平成24年４月１日～

平成24年６月30日
－ 97,597,500 － 14,840 － 23,750

　
(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認でき

ないため、記載することができないことから、直前の基準日（平成24年３月31日）に基づく株主名簿

による記載をしております。

　

①　【発行済株式】

平成24年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式

　
－ 単元株式数は100株

3,969,900

完全議決権株式（その他） 普通株式 93,436,300934,363 同上

単元未満株式 普通株式 191,300 － １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 　 97,597,500－ 単元株式数は100株

総株主の議決権 － 934,363 －

（注）１「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3,400株（議決権数34

個）含まれております。

　　　２「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己保有株式29株及び証券保管振替機構名義の株式60株が含

まれております。

　

②　【自己株式等】

平成24年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式） 　 　 　 　 　

株式会社ＳＡＮＫＹＯ
東京都渋谷区渋谷
三丁目29番14号 3,969,900－ 3,969,900 4.06

合計 － 3,969,900－ 3,969,900 4.06

　
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成24年４月１

日から平成24年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年６月30日ま

で）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 164,591 152,108

受取手形及び売掛金 ※1
 70,340

※1
 48,843

有価証券 106,997 106,995

商品及び製品 214 1,654

仕掛品 1,643 215

原材料及び貯蔵品 957 484

その他 20,691 15,541

貸倒引当金 △14 △21

流動資産合計 365,423 325,822

固定資産

有形固定資産 39,132 48,254

無形固定資産

のれん 3,013 2,862

その他 342 345

無形固定資産合計 3,356 3,208

投資その他の資産

投資有価証券 83,452 66,179

その他 5,192 5,769

貸倒引当金 △189 △190

投資損失引当金 △379 △379

投資その他の資産合計 88,075 71,379

固定資産合計 130,564 122,841

資産合計 495,988 448,664

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 43,504 25,633

1年内返済予定の長期借入金 335 335

未払法人税等 13,019 236

賞与引当金 803 1,320

その他 11,950 8,873

流動負債合計 69,614 36,399

固定負債

長期借入金 2,816 2,813

役員退職慰労引当金 715 651

退職給付引当金 3,387 3,457

資産除去債務 58 58

その他 1,091 1,107

固定負債合計 8,069 8,088

負債合計 77,684 44,487
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 14,840 14,840

資本剰余金 23,880 23,880

利益剰余金 398,805 384,998

自己株式 △20,930 △20,930

株主資本合計 416,595 402,787

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,708 1,389

その他の包括利益累計額合計 1,708 1,389

純資産合計 418,303 404,176

負債純資産合計 495,988 448,664
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

売上高 31,641 22,864

売上原価 16,697 11,954

売上総利益 14,944 10,910

販売費及び一般管理費 8,945 9,693

営業利益 5,998 1,217

営業外収益

受取利息 263 267

受取配当金 63 181

持分法による投資利益 870 63

その他 105 79

営業外収益合計 1,303 591

営業外費用

支払利息 － 1

その他 8 1

営業外費用合計 8 3

経常利益 7,294 1,805

特別利益

ゴルフ会員権売却益 6 －

特別利益合計 6 －

特別損失

固定資産廃棄損 2 25

ゴルフ会員権売却損 6 －

持分変動損失 1,602 －

特別損失合計 1,611 25

税金等調整前四半期純利益 5,689 1,779

法人税、住民税及び事業税 3,854 442

法人税等調整額 △1,415 390

法人税等合計 2,439 832

少数株主損益調整前四半期純利益 3,249 947

四半期純利益 3,249 947
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 3,249 947

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △121 △311

持分法適用会社に対する持分相当額 7 △7

その他の包括利益合計 △114 △319

四半期包括利益 3,135 627

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 3,135 627

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

当第１四半期連結累計期間

(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

（連結の範囲の重要な変更）

前連結会計年度において非連結子会社であった㈱吉井カントリークラブは、重要性が増したことにより当第１

四半期連結会計期間より連結の範囲に含めております。

　

【会計方針の変更等】

当第１四半期連結累計期間

(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に

取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

なお、これによる損益への影響は軽微であります。

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

※１　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしており

ます。なお、当第１四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期

間末日満期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

　

　
前連結会計年度

(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間

(平成24年６月30日)

受取手形 3,541百万円 4,593百万円

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含

む。）及びのれんの償却額は、次のとおりであります。

　

　

前第１四半期連結累計期間

(自  平成23年４月１日

  至  平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間

(自  平成24年４月１日

  至  平成24年６月30日)

減価償却費 661百万円 783百万円

のれんの償却額 － 150百万円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日）

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 7,090 75.00平成23年３月31日 平成23年６月30日 利益剰余金

　

２　基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３　株主資本の金額の著しい変動

当社は、平成22年６月11日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて

適用される同法第156条の規定に基づき自己株式の取得を決議し、実施しております。この結果、当第１

四半期連結会計期間末において自己株式が3,718百万円増加しております。

　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日）

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式 7,022 75.00平成24年３月31日 平成24年６月29日 利益剰余金

　

２　基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３　株主資本の金額の著しい変動

当第１四半期連結会計期間より連結の範囲の変更を行ったこと及び剰余金の配当の実施により、当

第１四半期連結会計期間において利益剰余金が前連結会計年度末に比べ14,754百万円減少しておりま

す。
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（セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

　

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額

(注)３
パチンコ機
関連事業

パチスロ機
関連事業

補給機器

関連事業
計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 18,1358,388 4,71131,235 40631,641 － 31,641

  セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － － － － －

計 18,1358,388 4,71131,235 40631,641 － 31,641

セグメント利益 4,636 2,103 161 6,901 102 7,004△1,005 5,998

(注) １　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸、一般成形部品販売等

の事業であります。

　　 ２　セグメント利益の調整額は、各報告セグメントに帰属しない提出会社の管理部門に係る一般管理費でありま

す。

　　 ３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　
Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

　

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額

(注)３
パチンコ機
関連事業

パチスロ機
関連事業

補給機器

関連事業
計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 10,8955,705 6,07322,673 19022,864 － 22,864

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － － － － －

計 10,8955,705 6,07322,673 19022,864 － 22,864

セグメント利益

又は損失（△）
421 1,664 311 2,397 △83 2,314△1,096 1,217

(注) １　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸、ゴルフ場運営、一般

成形部品販売等の事業であります。

　　 ２　セグメント利益又は損失（△）の調整額は、各報告セグメントに帰属しない提出会社の管理部門に係る一般管

理費であります。

　　 ３　セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２　報告セグメントの変更等に関する事項

会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更に記載のとおり、法人税法の改正に

伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産については、改

正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更したため、報告セグメントの減価償却の方法を改正後

の法人税法に基づく方法に変更しております。

なお、これによる当第１四半期連結累計期間のセグメント利益又は損失に与える影響は軽微であり

ます。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目

前第１四半期連結累計期間

(自  平成23年４月１日

  至  平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間

(自  平成24年４月１日

  至  平成24年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 34円70銭 10円13銭

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益金額(百万円) 3,249 947

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 3,249 947

普通株式の期中平均株式数(株) 93,662,825 93,473,785

（注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年８月７日

株式会社ＳＡＮＫＹＯ

（登記社名　株式会社三共）

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    原　　　　　勝　　彦    ㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    布　施　木　　孝　叔    ㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    入　　江　　秀　　雄    ㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式
会社ＳＡＮＫＹＯの平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間
(平成24年４月１日から平成24年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24
年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半
期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＳＡＮＫＹＯ及び連結子会社の平成
24年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示し
ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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